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研究成果の概要： 

近年、各学校に環境条件に対応した経営ビジョン形成を求める動きが全国的に強まる中、実

効性あるビジョンの内容やその形成手法の解明が課題となっている。本研究では、日本の小・

中学校に焦点を当てて経営ビジョンの策定実態とその課題について分析するとともに、事例研

究を通じて、経営ビジョン形成過程やそこで用いられた手法について考察した。 
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・教育学 

キーワード：(1)学校の経営ビジョン、(2)学校組織開発、(3)学校経営改革、(4)学校･保護者の

関係形成、(5)学校評価 

 
１．研究開始当初の背景 
 

1990 年代後半以来、「特色ある学校づくり」

を命題とする学校経営改革が進展するに伴

い、各地の教育委員会において、その設置す

る学校にそれぞれの環境条件に対応した「経

営ビジョン」(あるいは「中期経営計画」)の

策定と、機動的な組織開発を要請する動向が

顕著となった。 

この動きは当初高等学校を中心に現れ、後

に義務制学校にも広がった。例えば研究開始

当時、東京都（区市）・広島県・三重県にお

いて、教育委員会施策として所管小・中学校

の経営ビジョン作成が推進されており、その

動きは現在までに全国的に拡大している（新

たな学校評価の一部として）。ここでは、内

容の画一性や慣例主義が批判された従来の

学校経営計画に代わり、わが校独自の「使命」

や実現可能な「組織開発」の戦略を緻密に設

定し、具体的な改善活動につながる経営ビジ



ョン作成が求められた。 

  以上に対しては、校長を中心に独創的な

経営ビジョンを策定し改革を実現した学校

の事例も報告される一方、多くの学校では、

経営ビジョンの内容構成(例えば数値目標の

設定)やその形成過程の管理(教職員の参画

等)の十分なノウハウを持たないために、「横

並び的」で効果性の薄いビジョン形成の実態

があることも否定できない。この傾向は義務

教育段階である小・中学校に顕著と言え、そ

の解決に向けた研究的知見を蓄積すること

が重要と考えられた。 

 
 
２．研究の目的 
 

以上の問題意識に基づき、本研究では日本
の学校における経営ビジョンの策定実態を
分析するとともに、先進地域を中心とする学
校のビジョン経営形成過程の検証を行い、学
校の活性化と学力向上への実効性をもつ経
営ビジョンの内容構成及び組織開発の方法
論を解明することを目的とした。 

この場合、研究対象（校種）については、
学校タイプの分化がないために、独創性ある
ビジョン開発が進みにくい問題性を抱える
ことが予想される小・中学校を主たる対象と
したが、比較考量の意図から本研究では高等
学校のビジョン形成の分析も一部組み込ん
だ。同様の意図で、学力向上にむけた学校経
営ビジョン形成について一定の進展がある
アメリカの実態調査も一部組み込むことと
した。 
 
 
３．研究の方法 
 

研究目的達成のために、本研究では以下に
示す研究作業を行った。 

 
(1) 日本の学校経営ビジョンに関わる政策・

理論動向の文献研究 
最近の各地教育委員会における資料照

会・収集によって、学校経営ビジョン施策化
の動向とその背景について把握した。同時に、
日米の現代学校経営改革に関する研究文献
や、一般組織論の経営ビジョンの研究文献も
幅広くレビューし、学校の経営ビジョンの形
成プロセスと、その検証のための成果指標の
建て方などを検討し、本研究の全体枠組みの
構築に役立てた。 
 
(2)学校の経営ビジョン策定に関する質問紙

調査 
学校長を対象とする質問紙調査（2008 年度、

小中学校長 350 名）を行い、学校レベルでの

経営ビジョン形成と組織開発の実態と課題
を分析した（なお、本調査は「総合学力研究
会」（事務局：ベネッセ教育研究開発センタ
ー）との協力関係において行われた）。 
 
(3) 先進校における経営ビジョン形成と組
織開発過程の事例研究 
 学校経営ビジョン形成や学校評価を積極
的に実施している学校に対して訪問調査を
行い、学校経営ビジョンや学校評価に関連す
る資料を収集すると共に、校長に対する面談
調査を行い、学校経営ビジョン策定と組織開
発過程の質的な分析を試みた。 
 協力依頼に承諾の得られた小学校 1校に対
して合計 3 回（2 年度）の訪問を行い、関係
文書収集や校長面談を行った。また、日常的
に助言支援を行っている自治体の小中学校
長 3名にも本研究と関連する聴き取りを行い、
研究課題解決上の周辺的資料を得た。 
 
(4)日本の高等学校及びアメリカにおけるビ
ジョン形成の実態調査 
 学校経営ビジョン形成について一定の進
展が見られる高等学校の事例研究、アメリカ
の公立学校の経営ビジョン形成の訪問調査
を併せて行い、研究遂行上の参考とした。 
 特に、日本の高等学校の事例研究として、
関西の公立普通科高校数校について経営ビ
ジョン形成と組織開発過程の継続的な観察
を行うことができ、本研究の研究方法(3)を補
強するデータと位置づけた。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究を通じて明らかにした研究成果は、

発表論文で公表しているが、それらを簡潔に
まとめると以下のようになる。 
 
(1)学校経営ビジョン形成の実態の考察 
校長対象の質問紙調査等を通じて、例えば

以下の点が考察された。 
①小･中学校の別なく、学校課題の解決に向
けたビジョンやアクションプランを構想
している学校は 8割を超え、新たな学校経
営ビジョン形成が現在までに全国的に普
及していることが窺える。 

②過去の同様の調査と比べると、ビジョン形
成にあたり子どもの学力実態を把握する
学校の増加傾向が窺える。 

③一方、経営ビジョンにおいて各学校が意識
する学力像に沿うカリキュラムの再編や
指導組織再編、保護者との役割分担の再構
築など深層次元に踏み込んだ内容を盛り
込む学校の割合はまだ低い。 

 
(2) 効果的な学校経営ビジョンやその形成過



程の態様の分析 
質問紙調査及び学校調査の結果を通じて、

例えば以下の点が考察された。 
①今回の質問紙調査において、経営ビジョン

の内容として、例えば小学校では学校と家
庭の役割分担、中学校では目指す学力像に
関連したカリキュラムの再編を盛り込む
ものが、子どもの教科学力と関連をもつ傾
向がみられた。小･中の差違はあるが、総
じて経営ビジョンにおいてカリキュラム
や指導組織の再編等の組織の深層次元に
関わる内容を盛り込むことの重要性がう
かがわれた（この点さらに精緻な検証の必
要性を見いだした）。 

②学校調査（小学校及び高等学校）を通じて
は、概ね上記①で指摘した内容が確認され
た。また学校調査からは、経営ビジョンの
実効性を高める技術として、データに基づ
く自校の課題特定、複数年度にわたっての
経営ビジョン記述の深化（当初の改革成果
の検証からカリキュラム再編や保護者と
の役割分担等を項目化するなど）、ミドル
リーダーの活用、形成されたビジョンの校
外への情報提供などの手法があることが
検討された。 

  また、学校調査では、各学校が経営ビジ
ョン形成において、項目の内容構成、成果
指標の設定等に悩みを抱えている様子が
あらためて窺われたが、これに対して、同
種の課題を抱える複数の学校がネットワ
ークを形成し、学校経営ビジョン形成の手
法や成果評価を相互に情報交換すること
が、各学校の実態に即したビジョン形成を
促進する要因となり得ることが考察され
た。 

 
(3)学校経営ビジョン形成方法の理論的考察 

上記(1)(2)で得られた成果のほか、文献研
究やアメリカ学校実態調査で得られた知見
に照らして、各学校で経営ビジョンを策定す
る際のポイントについての理論的整理を行
い、教育雑誌や学校経営テキストで公表し、
研究成果の一部の社会的還元を図った。 
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